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２０１５年度県予算編成と施策にたいする重点要望書 

 

今年４月に強行された消費税増税は、実質賃金の低下や物価の上昇と重なって消費

を落ち込ませ、県民の暮らしと営業に深刻な影響を与えています。 

日本共産党が県内で実施した住民アンケートでは、最近の暮らし向きについて「と

ても苦しくなった」「やや苦しくなった」が８割をこえ、「物価や公共料金が上がっ

た」「収入や年金が減った」「税金や国保税の負担が増えた」などの切実な声が寄せ

られました。 

 東日本大震災から３年８カ月が経過しましたが、生活再建と地域再生は立ち遅れた

ままです。福島原発事故も未だに収束の見通しが立たず、放射能汚染への不安を広げ

ています。 

 安倍政権は、消費税の再増税に加え、医療や介護、年金など社会保障の給付削減を

すすめようとしています。消費税率１０％引き上げを強行するなら暮らしと経済は壊滅的

に破かいされることは明らかです。増税の先送りではなく中止こそ必要です。 

こうしたとき県民生活を守り、地域経済の振興をはかる県政の責務は重大です。 

 今こそ、全国８位の財政力を遅れている福祉・医療の充実、県民生活支援に生かす

ときです。開発優先から脱却し、産業政策を内需拡大に転換し、公共事業を生活密着

型に切り替えることが求められます。 

 東海第２原発の再稼働を中止し、廃炉を求める声は県民多数となっています。「原

発ゼロ」を決断し、自然エネルギーの本格的導入に踏み出すべきです。 

 以上の立場から、来年度予算編成にあたっては、県民の暮らしと福祉、中小企業と

農林水産業への支援、教育条件の整備などを重点にするよう強く求めるものです。 

 以下、重点項目を要望いたします。 
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１．震災復興を最優先し、災害に強い県土をつくる 
 

１．震災復興を強め、被災者を支援する 

 

(１) 「一部損壊」を含めて、被災住宅の住宅修繕費に県独自の補助をおこなう。店舗、工

場など施設の復旧に支援する。 

(２) 被災者生活再建支援法を改正し、支援対象を半壊や一部損壊にも拡大するとともに、

限度額を当面５００万円に引き上げるよう国に求める。 

(３) 液状化や盛土造成地の崩落など甚大な宅地地盤被害について国に地盤改良への助成を

求める。県としても被災者の負担軽減策をおこなう。今後の震災に備え地盤の強化をは

かる。 

(４) 「二重ローン」問題の解決に向けて、再建の意思があるすべての事業者を対象に、迅

速に債権の買い取りをすすめ、既存債務を凍結・減免し、新規融資が行なわれるように

する。 

(５) 中小企業の再建を支援する「グループ補助金」は本県も含めた事業継続を国に求める。

予算を増額し希望するすべての事業者が自立に必要な支援をおこなう。 

(６) 避難者の実情と希望に応じた、仮設住宅や民間住宅借り上げ制度の延長、基準額の拡

大を国に求める。借り上げは県が責任もって対応し全市町村で実施する。転居後も制度

の継続利用を認める。 

(７) 復興財源は庶民増税なしに確保するよう国に求める。不要不急の大型公共事業の中止、

米軍への「思いやり予算」の中止など歳出の浪費にメスを入れ、大企業や大資産家への

減税をやめるなど、歳出・歳入の見直しによって財源を確保する。復興特別法人税の打

ち切りは撤回するよう国に求める。 

 

２．防災体制を強める 

 

(１) 竜巻・突風被害などにたいする被災者生活再建支援法や災害救助法の適用について、

適用要件を拡大し、支援金増額も含めた改正を国に求める。 

(２) 住宅耐震化や一部損壊住宅の復旧を促進する住宅リフォーム助成制度を導入する。 

(３) 学校施設など県公共施設の復旧を急ぐとともに、学校、保育所、幼稚園の耐震化を促

進する。公立小中学校や私立学校耐震化にたいする県独自の補助制度を創設する。 

(４) 学校や公民館などの避難施設に災害停電時の自家発電用を兼ねて自然エネルギーによ

る発電施設を可能な限り設置する。 

(５) 市町村の消防力強化に財政支援を強める。消防職員の増員、消防自動車・災害救助機

材の整備など防災緊急体制を強化・拡充する。耐震防火水槽の設置、井戸の確保を推進

する。消防広域化推進計画を市町村に押し付けない。 

(６) 県内河川を総点検し、震災で壊れた個所や洪水の危険個所の早期改修をすすめる。 

(７) 土砂災害の防止、避難対策を抜本的に強める。「土砂災害危険箇所」を総点検し、避

難計画の策定や開発制限が可能になる区域指定を急ぐ。急傾斜地崩壊対策事業について 
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は対象工事費の１０％地元負担をなくし、危険家屋１０戸以上の適用条件は緩和する。

水戸市青柳町の池上団地内のがけ崩れは危険区域が民有地で所有者が経済的に全額負担

できないため、防災工事ができず、長期にわたって放棄されている。災害工事に国の補

助制度を実現する。石岡市総社２丁目の「急傾斜崩壊危険区域」において土砂が崩れて

民家が被害をこうむった。総社２丁目地区においても対策工事に着手できるよう工事費

を増額する。 

(８) 気象の観測・監視体制を強化する。避難情報の伝達が的確におこなえる体制を確立す

る。防災無線（戸別受信機）の導入をすすめ、防災ラジオ等の普及を促進する。国の「防

災無線の整備に係る財政措置」（消防庁）の活用をはかる。 

(９) 障害者、介護を必要とする高齢者などを受け入れる「福祉避難所」の設置、要援護者

名簿の整備と個別計画の策定を促進する。 

 

 

２．原発の再稼働中止、「即時ゼロ」を決断し、自然エネルギーに 

転換する  
 

１．放射能汚染から子どもと県民をまもる 

 

(１) 放射能汚染の実態を全面的に把握する調査を系統的におこなう。面的な調査とともに、

学校や幼稚園、保育園、通学路、公園など、子どもが近づく場所、側溝など「ホットス

ポット」になりやすい場所を集中的に調査する。 

(２) 県内の湖沼や河川で実施している放射性物質モニタリング調査の調査箇所を増やす。

霞ヶ浦の放射能汚染状況を定期的に調査し効果的な対策を講じる。流域の除染をすすめ、

流入河川に蓄積している放射性物質の湖内への流入を防止する。霞ヶ浦の漁業者等（加

工業者も含め）からも「放射能をなんとかして欲しい」との声が挙がっており、環境省

だけでなく、国交省、農水省が一体となって取り組むよう求める。県内ダム湖底の調査

は引き続き継続しておこなう。 

(３) 放射能汚染調査のための体制を強化する。モニタリングポストの増設、学校、公園、

公共施設などへの放射線リアルタイム線量測定システムの設置をすすめる。市町村と連

携し各家庭における放射線量の測定を推進する。 

(４) 食品検査体制を強化する。最新鋭の検査機器を最大限に確保する。学校給食の食材、

農畜産物、魚介類の検査体制を抜本的に強化する。国に基準値の厳守・見直しを求める。 

(５) 調査で汚染度が高いところが判明次第、ただちに除染作業をおこなう。乳幼児、子ど

も、妊婦の被ばくを最小限におさえるために、学校、幼稚園、保育園、公園、産院など

関連施設や通学路などの線量低減・除染を優先的におこなう。 

(６) 住民や父母による自主的な除染活動を支援する。除染の実施、家庭用手引書の作成・

配布、各家庭でできる除染対策を徹底する。 

(７) 除染費用は国が全面的に責任を持つよう国に求める。除染で出た廃棄物の「仮置き場」

を国の責任で設置するよう求める。市町村の暫定「仮置き場」への費用・用地にたいし
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全面支援をおこなう。 

(８) 内部被ばくの検査体制を整える。希望者への健康調査を実施し、子どもや妊産婦は継

続的におこなう。子どもの甲状腺検査を実施する。健康調査を独自に実施している市町

村を支援する。 

(９) 「子ども・被災者支援法」基本方針は、年間１ミリシーベルトを超える地域を支援対

象とし、子どもの定期的な健康診断の実施など具体的な支援策を示すよう国に求める。 

(10) 下水汚泥、廃棄物焼却施設での飛灰・主灰など放射性物質の保管場所は国の責任で確

保し、管理を徹底する。１キログラム当たり８０００ベクレル以下の放射性廃棄物も国

の責任で処理を行うよう「放射性物質汚染対策特別措置法」の見直しを国に求める。 

(11) 放射性「指定廃棄物」最終処分場は、住民合意を前提とする。合意ができるまでは「最

終処分」ではなく、厳重な「管理」のもとに置く。県に県民、自治体、放射線防護や環

境の専門家などによる検討会を設置する。 

(12) 「エコフロンティアかさま」での放射性廃棄物の受け入れを中止し、埋め立て処分の

方法を抜本的に改善する。 

 

２．被害の全面賠償を国と東電に求める 

 

(１) 原発事故による放射能汚染の広がりによって受けた損害賠償は、その範囲を恣意的に

限定するのではなく、「原発事故がなければ生じることがなかった損害について、すべ

て賠償すること」を大原則にする。この立場から幅広い個人と産業が被った損害や風評

被害などすべてを賠償するよう国及び東電に求める。 

(２) 農畜産物損害賠償対策茨城県協議会を存続し、個人による損害賠償請求について市町

村、生産者を支援する。 

(３) 原発災害の除染と賠償にかかる膨大な費用は、第一義的には、事故を起こした加害者

である東京電力が負担すべきである。同時に、電力業界、原子炉メーカー、大手ゼネコ

ン、鉄鋼・セメントメーカー、大銀行をはじめ、原発を「巨大ビジネス」として推進し、

巨額の利益をあげてきた「原発利益共同体」に、その責任と負担を求める。東京電力は

じめ電力業界は、原発と核燃料サイクル計画推進などのために、「使用済み核燃料再処

理等引当金」をはじめ約１９兆円もの積み立てを行うこととし、すでに４．８兆円の積

立残高がある。原発事業を推進してきた「日本原子力産業協会」の主要企業の内部留保

も積みあがっている。こうした積立金を原発災害対策の財源として活用することを国に

求める。 
 

３．東海第２原発の再稼働を認めず、廃炉を求める 

 
(１) 福島第１原発の放射能汚染水問題はきわめて深刻な事態が続いており、次の点を国に

求める。 

①「放射能で海を汚さない」ことを基本原則として確立する。 

②放射能汚染水の現状を徹底的に調査・公表し、「収束宣言」を撤回するとともに、非
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常事態という認識を共有する。 

③再稼働の活動を中止し、汚染水問題の解決にもてる人的・物的資源を集中する。 

④国が直接福島第１原発の事故収束と被害への賠償・除染に全責任を負う体制を構築する。 

(２) 東海第２原発の再稼働は認めず、廃炉を国と日本原電に求める。すべての原発からた

だちに撤退する「即時原発ゼロ」を表明し、国にたいして政治決断を求める。 

(３) 原発を「重要なベース電源」と位置付け、将来にわたって原発を維持・推進する「エ

ネルギー基本計画」（2014年4月11日閣議決定）は撤回するよう国に求める。 

(４) 高速増殖炉「もんじゅ」や再処理工場は廃止し、プルトニウム循環方式から撤退する

よう国に求める。高速実験炉「常陽」の復旧作業は中止し廃止する。 

(５) 原発の輸出政策は中止するよう国に求める。原発輸出に向けて増設計画の核燃料加工

施設は認めない。 

(６) 住民合意のないＪＣＯ東海事業所の低レベル放射性廃棄物焼却施設設置計画は中止する。 

(７) 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）の安全管理を抜本的に見直し、住民合意のな

い原子核素粒子（ハドロン）実験施設の運転再開は認めない。 

(８) 原子力防災計画は過酷事故を想定し抜本的に見直す。防災対策を重点的に充実すべき

地域の範囲は、３０キロ範囲に限定せず拡大する。避難計画と住民参加の防災訓練、緊

急時のヨウ素剤の配布体制を確立する。 

(９) 県原子力安全委員会の公正性を確立する。委員は原子力業界から寄付を受けていない

専門家で構成する。 

 

 ４．自然エネルギーの本格導入に取り組む 

 

(１) 自然エネルギー（再生可能エネルギー）の本格的導入をすすめる。太陽光、小水力、

バイオマス、風力など自然エネルギーの活用については、市民主体、自治体直営、地元

企業主体による開発をすすめ、新たな仕事と雇用を創出し、エネルギー自給率を高める。 

(２) 太陽光発電などに設置補助を復活させるとともに、多様な自然エネルギーの開発普及

促進を支援する。発送電分離や固定買い取り価格の増額など国にたいし制度充実を求める。 

(３) 自然エネルギーの導入にあたっては、環境基準の設定、環境アセスメントの実施を定

める。 

 

 

３．医療・介護・福祉の充実をはかる 

 

１．社会保障の削減・抑制方針の撤回を求める 

 

(１) 安倍政権の社会保障の削減・抑制方針は、国民の命と健康、暮らしに甚大な被害を与

えかねない。成立した医療・介護総合法では「軽度」の要介護者を公的制度から締め出

す仕組みづくりである。憲法２５条にもとづく国民の生存権保障や社会保障向上・増進

にたいする国の責任放棄に等しい。県民の暮らしと福祉に責任をもつ地方自治体として
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削減・抑制方針の撤回を国に求める。 

 

２．国保税を引き下げ、後期医療制度は廃止する 

 

(１) 国民健康保険への国庫負担の引き上げを国に求めるとともに、県支出金を復活させ、

国保税の引き下げをはかる。 

(２) 「滞納」を理由にした保険証の取り上げや強権的な徴税は中止する。資格証明書の発

行、短期保険証の窓口での「留め置き」はおこなわない。母子世帯や子どもがいる世帯

にはただちに保険証を交付する。 

(３) 保険料軽減の減免制度を拡充する。国保法第４４条にもとづく医療費の減免制度を実

施するよう市町村に指導・援助をおこなう。延滞金を減免する制度を生活困窮者に適用

する。 

(４) 国保税の大幅引き上げにつながる都道府県単位とする国保の「広域化」は、国に中止

を求める。 

(５) 後期高齢者医療制度をすみやかに廃止し、差別の仕組みを撤廃するよう国に求める。

元の老人保健制度に戻すとともに、７５歳以上の高齢者の医療費は無料化する。 

(６) 後期高齢者医療制度の保険料は、県財政安定化基金や一般会計からの繰り入れをおこ

ない保険料値上げはおこなわない。 

(７) 滞納者にたいする短期保険証の発行をやめ、すべての被保険者に保険証を交付するよ

う広域連合を指導・助言する。 

(８) 医療費窓口負担の軽減をはかる。７０～７４歳の医療費窓口負担を１割に戻すよう国

に求める。 

 

 ３．医師確保対策を強め、医療保障を充実させる 

 

(１) 医師確保対策を抜本的に強める。筑波大学の定員増と本県出身者枠の増員を国に求め

る。医学生向けの「県医師修学資金」制度を拡充する。医学部の新設をすすめる。 

(２) 不足している小児科・産科医確保の緊急対策をおこなう。県立中央病院の産科の開設、

小児科の拡充をはかる。県北地域の周産期医療体制を確立する。 

(３) 看護師を増員する。看護師の労働条件を改善する診療報酬の改善を国に求める。看護

学生への修学資金貸与制度を拡充し、希望者全員が受けられるようにする。退職した看

護師の再就労支援を拡充する。 

(４) 公立病院への支援を強める。不採算部門やへき地医療を担う公立病院の役割を投げ捨

てる総務省の「公立病院改革ガイドライン」の押し付けはしないよう国に求める。公立

病院にたいし地域医療の拠点として支援を強める。 

(５) 筑西・下妻保健医療圏に第３次救急医療施設を備えた中核病院の建設をすすめる。そ

のために地域医療再生計画の計画延長を国に求めるとともに、県は財政支援をおこなう。 

(６) ２０１４年４月開院した「茨城福祉医療センター」の運営にあたっては、入所児童へ

の教育の保障、リハビリや療育相談の充実のために、県職員の医師や理学療法士を配置
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する。県が責任をもって機能訓練の強化、診療の充実をはかる。 

(７) 子宮頸がん、ヒブ、小児肺炎球菌のワクチン接種の定期接種化にあたっては十分な財

政支援を国に求めるとともに、県独自の支援をおこなう。子宮頸がん予防ワクチンの副

作用について早急に研究をすすめ周知するよう国に求める。風しんの予防ワクチン接種

に補助する。 

(８) 難病医療費助成の新制度については、軽症者を助成対象から除外せず、患者の自己負

担を増やさないよう国に求める。自己負担に対する県の助成制度を設ける。 

(９) 介護療養病床の廃止方針の撤回を国に求めるとともに、本県で必要なベッド数は確保

する。 

 

４．介護保険を改善する 

 

(１)  「要支援１・２」の高齢者を介護保険給付からはずし、特別養護老人ホームの入所条

件を「要介護３」以上に限定するなど、軽度の高齢者から介護を奪うことのないよう国

に求める。県として独自に介護を必要とする高齢者が締め出されないよう独自の施策を

おこなう。 

(２) 国庫負担割合をただちに５％引き上げる。さらに介護給付費に占める国庫負担を介護

保険発足以前の５０％まで計画的に引き上げることを国に求める。所得の少ない高齢者

には原則として負担を求めない。県独自の保険料・利用料の減免制度を創設する。 

(３) 県介護保険事業支援計画の施設整備目標を引き上げ、特養ホーム待機者の解消をはか

る。特養ホームに多床室を設けることができるよう設置基準の改正を国に求める。ショ

ートステイの確保、グループホームや宅老所、小規模多機能施設への支援など基盤整備

をすすめる。 

(４) 生活援助の時間短縮は撤回し、必要な介護サービスが受けられる介護報酬に引き上げ

るよう国に求める。 

(５) 介護労働者の労働条件を改善し、人材不足を解消する。介護報酬の引き上げとともに、

「介護職員処遇改善交付金」の復活・強化を国に求める。 

 

 ５．障害者福祉を充実させる 

 
(１) 自立支援法の「応益負担」など根幹部分を温存した「障害者総合支援法」を抜本的に

見直し、「基本合意」の完全実施の立場にたち、障害者の権利を十分保障する障害者総合

福祉法の制定を国に求める。 

(２) 「応益負担」をすみやかに撤廃するよう国に求める。自立支援医療の低所得者の負担

軽減をはかる。施設への報酬を日払いから月払いに改め、大幅に引き上げる。障害者自

立支援法が廃止されるまで県独自の軽減制度を講じる。小規模作業所への支援、県独自

の負担軽減策をおこなう。 

(３) 身体障害者手帳交付の対象にならない軽度・中等度の難聴児にたいする補聴器に助成

する。 
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６．子育て・保育を拡充する 

 

(１) 子どもの医療費助成制度は高校卒業まで対象拡大をめざす。当面、通院・入院とも中

学卒業まで所得制限・自己負担もない完全無料化をはかる。子どもの医療費無料化を国

の制度として確立するよう国に求める。 

(２) 保育所を増設し待機児童をなくす。 

① 国庫補助の復活・引き上げを国に求め、認可保育所の増設をはかる。ゼロ歳児保育、

長時間保育への支援をつよめる。保育料の負担軽減、保育環境の改善、保育士の正規化

と労働条件を改善する。 

② 「安心こども基金」の延長・拡大を国に求める。公立保育所も助成対象にする。 

③ 一定の基準を満たした無認可保育所にたいして財政支援をおこなう。 

(３) 保育士配置基準、乳児室の面積基準など保育所の最低基準を抜本的に改善する。 

(４) 「産休等代替職員補助」制度を復活させる。 

(５) 「子ども・子育て新制度」移行にあたっては、児童福祉施設最低基準や幼稚園設置基

準の拡大に努め、市町村が児童福祉法２４条の保育責任を果たせるよう支援する。 

(６) 学童保育は希望者全員が入所できるよう施設整備をすすめる。全市町村、全小学校区

設置を支援する。施設整備や指導員の待遇改善、障害児の受け入れにたいする県費補助

を創設する。 

(７) 「子ども・子育て新制度」の実施にあたっては、県として国の最低基準を上回る基準

を定め、施設、指導員配置に財政支援する。基準を下回る施設は猶予期間を待たず早急

に整備を行えるよう支援する。 

(８) 福祉相談センターから中央児童相談所を独立させ、専門性の強化と福祉の総合化の観

点から、職員の増員及び体制の整備をすすめる。増加する児童虐待の防止のために精神

科医の配置など体制強化をはかる。 

(９) 児童相談所の体制を強化する。日立、鹿嶋分室を児童相談所にするとともに、県南地

域に増設する。児童福祉司の採用・養成をすすめ、児童相談所職員を増員する。 

(10) ＤＶ対策の専門職員を増やし、被害者自立のための住宅や仕事確保など支援体制を強

める。民間シェルターへの助成を拡充する。 

 

７．生活保護をまもり、生存権を保障する 

 

(１) 生活保護基準額の引き下げをやめ、給付の引き上げと老齢加算の復活を国に求める。

国が検討している住宅扶助や冬季加算の削減はおこなわないよう国に求める。 

(２) 生活保護を受ける権利を保障する。申請書は窓口におき、受給希望者の申請は無条件

で受け付け、必要な人がきちんと生活保護を受給できるようにする。ケースワーカーを

増員し支援を強める。 

(３) 民法上の「扶養義務者」による扶養を要件するなどして申請さえ受け付けない「水際

作戦」は行わないよう徹底する。 

(４) 生活実態に即した級地指定をおこなう。つくば市の地域指定は３級地から２級地に引
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き上げる。 

(５) 物価スライドによる年金支給額の切り下げを中止する。最低保障年金制度を確立し、

低年金、無年金者をなくす。障害年金の申請に対する支給・不支給の判定結果に都道府

県間でばらつきがあり問題になっている。不支給判定（却下を含む）の３年間平均の割

合は、大分県が最も高く２４・４％、２番目に高かったのは茨城（２３・２％）であっ

た。また不支給率は全国平均で１０年度の１０・９％から１２年度には１３・７％に上

がっており国に改善を求める。 

(６) 不況などの影響で深刻な実態にあるホームレスについて、住居、医療、就労の確保な

ど県としても対策をたてる。生活保護の受給を住所がないなどを理由に拒否しない。ホ

ームレスなどを受け入れる無料低額宿泊所への支援策を強め、監視、指導を強化する。

悪質な「貧困ビジネス」を規制し実効ある対策を講じる。 

 

 

４．暮らしと雇用を守り、中小企業を支援する 

 
１．雇用を確保し、暮らしをまもる 

 

(１) 派遣労働を無制限・無期限に拡大する労働者派遣法改悪に反対する。派遣労働は一時

的・臨時的業種に限定するとともに、日雇派遣は全面禁止し、正社員との均等待遇をは

かるよう国に法改正を求める。 
(２) 労働者の解雇が自由になる「限定社員制度」、残業代ゼロを狙うなどの労働法制の改

悪に反対し、不当解雇、大リストラなどが自由にできないよう、解雇規制法の制定を国

に求める。 

(３) 「派遣切り」「雇い止め」、不当なリストラをやめさせる行政指導を強化する。雇用維

持に最大限に努力するよう経済団体、主要企業に強く要請する。 

(４) 若者を違法な労働条件で働かせる、いわゆる「ブラック企業」について、労働局とも

連携し、県として実態把握を行い、企業の違法行為を根絶させるために取り組む。若者

向け労働パンフレットを発行し、働く者の権利を周知する。 

(５) 若者の就労支援と不安定雇用を改善する。県内の企業、事業所に正規雇用を強く要請

し、若者を雇用した中小企業に就職奨励の助成制度をつくる。若者向け職業訓練の実施、

資格取得のための奨学金制度を創設する。 

(６) 新卒者の就職支援を強める。卒業後３年間は「新卒扱い」として就職あっせんの対象

とし、就職活動でも差別しないよう企業や大学に要望する。就職できなかった高卒者に

たいして臨時雇用などの対策を講じる。 

(７) 学生アルバイトに違法・無法な働き方を強いる「ブラックバイト」への対策を強める。

県の労働相談窓口を学生向けに充実させる。学生向けリーフレットを作成し、大学や専

修学校に配布する。 

(８) 労働条件や賃金不払いなどの相談を受ける県の労働相談窓口を拡充する。「いばらき労

働相談センター」を充実させ、各地区に相談窓口を復活させる。 
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(９) 人手不足が深刻化している福祉、医療、防災、教育などの分野や、自然エネルギーを

活用した環境分野での雇用を創出する。県自ら雇用不安をつくり出している県職員・教

職員削減計画は中止する。 

(10) 最低賃金を全国一律に時給１０００円以上に引き上げるとともに、本県の最低賃金の

引き上げを国に求める。そのために中小企業支援の抜本的な拡充を国に求めるとともに、

県としても独自の支援策を講じる。 

(11) 公契約条例を制定し、県発注事業にかかわる下請け労働者の低賃金、低単価を改善し、

賃金・単価を保障する。県、市町村など地方公共団体における臨時、嘱託職員の賃金引

き上げなど大幅な処遇改善をはかる。 

(12) 失業者の生活援助、再就職支援を強化する。失業給付期間の延長、給付水準の引き上

げ、受給資格の要件緩和など、抜本改善を国に求める。 

(13) 公共職業訓練の拡充をはかる。産業技術専門学院、農業大学校は希望者全員を受け入

れ、授業料は無料に戻す。 

(14) 日立化成の１０００人希望退職については、労働者代表や関係自治体との協議をおこな

う。希望退職や転籍の強要、職場でのいじめ・嫌がらせ、セクハラなどを受けた労働者

が生まれた場合は、人権と雇用を迅速に救済する。 

 

 ２．中小企業・自営業者、商店街を支援する 

 

(１) 雇用の約８割を占め、本県の地域経済を支えている中小企業の振興をはかる。中小企

業振興条例を制定し、中小企業予算を大幅に引き上げ、地場産業や地域産業の支援を強

化する。 

(２) 消費税率１０％引き上げは、「先送り」ではなく「中止」するよう国に求める。中小

業者の課税免税点の引き上げ、分納・延納措置を認める。外形標準課税を中小企業まで

拡大しないよう国に求める。 

(３) 倒産・廃業から中小零細企業を守る。金融機関にたいし貸し渋り・貸しはがしをやめ

させ、中小企業への資金提供という社会的責任を果すよう金融機関、国に求める。県独

自としても実効ある措置をとる。 

(４) 中小企業・商工業者への金融支援策を拡充させる。県の融資制度や借換制度について、

限度額の引き上げや金利の引き下げ、返済期間の延長、貸し出し条件の緩和などいっそ

うの改善をおこなう。県独自の無担保無保証人融資制度を創設する。市町村の特別小口

融資制度の積極的活用へ適切な指導をおこなう。 

(５) 下請企業への不当な単価切り下げをやめさせる。下請二法を厳格に運用し、緊急相談

体制をととのえるなど指導・監督を強化する。 

(６) 急激な円安による輸入原材料費や燃料費の値上がりから中小企業を守る。固定費の補

助や融資の返済期間の繰り延べ、金利引き下げなどの支援をおこなう。 

(７) 生活密着型の公共事業を大幅にふやすことで地元中小企業の仕事を確保する。公営住

宅の改修・建設、学校の耐震化・老朽化対策、福祉施設の建設・改修・建て替え、公共

施設のバリアフリー化など県民生活分野の公共事業を優先する。 

(８) 地域経済への波及効果が極めて高い住宅リフォーム助成制度を導入する。市町村で実
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施している住宅リフォーム助成制度や小規模工事者登録制度にたいし助成する。 

(９) 入札・契約制度は中小規模の工事に大手業者の参入を規制する制度に改める。一定金

額以下の公共工事の発注は県内中小建設業者に優先発注する。中小建設業者が受注しや

すいよう分離・分割発注をすすめる。 

(10) 県の委託業務・発注工事で働く労働者の労働条件や賃金が適正に確保されるよう公契

約条例を制定する。 

(11) 茨城租税債権管理機構による「差し押さえ」「競売」などの強権的「滞納整理」はや

める。住民の生活実態に即した相談・収納活動に転換し、租税債権管理機構は廃止する。 

(12) 所得税法第５６条を廃止し、事業主、家族従業者の働き分（自家労賃）を経費として

認めるよう国に求める。従業員５人以下の小規模事業所の実態調査を行う。 

(13) 商店街活性化のために、公営住宅や福祉施設など公共・公益施設と組み合わせた商店

街づくりを推進する。歩道、照明、駐車場・駐輪場、休憩所などの整備、高齢者への宅

配支援、イベント事業などに助成を拡充する。 

(14) 空き店舗を活用しての生鮮品店の確保や子ども・高齢者の居場所づくり、高齢者・住

民への宅配サービスなど商店街の取り組みを支援する。地元農産物の直売所の開設や朝

市など農商工連携の取り組みをすすめる。 

(15) 大型店の無秩序な出店から地域商店街や中心市街地をまもる。大型店や大規模集客施

設を広域的に調整できる県独自の条例を制定する。大型店の閉鎖・撤退に事前協議、代

償措置を義務付ける。大型店の出店を許可制にするよう国に求める。 

 

 

５、地域農業を再生し、食料自給率を向上させる 

 

 (１) 本県農業にも壊滅的な打撃を与えるＴＰＰ（環太平洋連携協定）への交渉参加は撤

回するよう国に強く求める。日本の農業と食料に重大な打撃をあたえるＦＴＡ（自由貿

易協定）やＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）に反対する。食料主権を保障する貿

易ルールを確立し、食料自給率を早期に５０％台に引き上げるよう国に求める。 

(２) ２０１４年産米の米価暴落にたいし緊急対策をおこなう。 

① 国にたいし過剰米の買い取り、米にたいする需給調整に直ちに乗り出す。 

② 今年度の米直接支払い交付金の半減措置を撤回し、農家の経営安定対策を国に求める。 

③ 県としての所得補償などの対策を直ちに実施する。 

(３) 農業経営の持続的な再生産を保障させるために、農産物価格を一定の水準で支える価

格保障と、農業の環境保全機能などを守る所得補償を抜本的に充実させる。 

(４) 水田による主食用以外の増産に力を入れる。麦、大豆、飼料作物など農家が安心して

増産できる条件を整える。 

(５) 県産農産物の消費拡大をはかる。県産品の米や農水産物を学校や病院・福祉施設など

で積極的に活用する「地産地消」の取り組みを強める。米飯給食を増やし、地元産を活

用したパンや加工品の普及・拡大を支援する。朝市や直売所、地域の農産物による加工

事業にたいする支援を拡充する。 
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(６) 中山間地等直接支払制度の恒久化と要件緩和を国に求め、県として中山間地など条件

不利地への支援を充実する。 

(７) 農地中間管理機構は条件のよい優良農地に営利目的の企業が参入しやすい仕組みであ

り、耕作放棄地の増大や農地の荒廃を食い止めるものではない。貸付先は地域の農業者

を優先し、農民代表を機構役員に選任するなど制度改善を国に求める。 

(８) 新規就農者を増やす特別の努力をおこなう。年１５０万円を最長５年間支給する青年

就農給付金事業は要件を緩和し、一定期間の就農を前提として希望する青年すべてを対

象にする。６０歳以上の定年退職者などにも農業技術の研修や農地のあっせんなど就農

しやすくするよう支援する。 

(９) 食の安全を守る。食品の検査・監視体制を強化する。牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の全頭

検査の再開を国に求めるとともに、県独自でも復活・継続する。 

(10) 農産物・畜産物・水産物の放射能汚染検査を継続し、検査体制を強化する。生産者に

迅速な補償を国と東電に求める。 

(11) 鳥獣害対策を抜本的に強める。防護柵・わなの設置など農家や自治体の取り組み、駆

除に参加する猟友会員を支援する。イノシシなどの捕獲に補助制度をつくる。 

(12) 県産材利用促進のため学校や公共住宅など公共事業への利用を積極的にすすめる。県

産材を使用した住宅建築を支援する。間伐材の利用や木くずの燃料化、バイオマス発電

の推進など新たな事業の促進をはかる。 

(13) 漁業者の所得補償や販路の確保、地産地消の推進、水産加工の振興にとりくむ。燃油

高騰に対する支援をおこなう。現在、時限立法で措置されている燃油（軽油取引税など）

の免税措置を恒久化するよう国に求める。 

(14) ２月の雪害で、補助金を利用し再建したが、未だに農家の手には補助金が届かず、年末

の支払いが心配との声が寄せられている。今年、農家は冬の雪での災害、秋には米価の

暴落で苦しめられた。来年の営農計画にも支障をきたしており、一刻も早く農家の手に

補助金が渡るようにする。 

 

 

６．公共事業を大型開発優先から生活密着型に転換する 

 
 １．大型開発を見直す 

 
(１) つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線開発、工業団地、桜の郷整備事業、常陸那珂港臨海

土地造成、阿見吉原開発など将来負担が伴う県事業について、一つひとつ検証し、見直

し・中止を決断する。 

(２) 茨城港常陸那珂港区の中央・南ふ頭建設は中止する。中央ふ頭の一部を埋め立てる新

たな工業団地造成は中止する。常陸那珂地区開発は凍結し、県民生活優先の立場から土

地利用計画の全面的な再検討をおこなう。 

(３) 「就航対策」など茨城空港事業にこれ以上の税金投入はやめる。航空会社の損失を税

金で補てんする「搭乗率保証制度」の導入はおこなわない。 
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(４) つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線の土地区画整理事業は、地元自治体の負担をなくし、

規模縮小を含め根本的見直しをはかる。 

(５)過大な水源開発を中止する。 

 ① 霞ヶ浦導水事業は、過大な水需要に基づく住民負担増や環境悪化などの観点から事業

継続の中止を国に求める。漁業者の同意のない那珂川取水口工事はおこなわない。 

 ② 八ッ場ダム事業は利水・治水とも必要性が失われており中止を国に求める。計画地の

住民への補償と生活再建、地域振興をはかるための法律を制定し施策の具体化をはかる。

思川開発の中止を国に求める。 

(６) 水の需給計画を県民本位に見直す。水道事業の水量、料金、契約水量については、地

下水などの既得水利権を優先し、市町村への過大な押し付けは見直す。 

(７) 広域水道事業の黒字分を還元し水道料金を引き下げる。県南広域水道と県西広域水道

の統合計画は中止する。 

 

 ２．県民生活に役立つ公共事業をすすめる 

 

(１) 公共事業は県民生活に密着した事業を優先する。学校の耐震化、福祉施設、病院の建

て替え、生活道路の改良、下水道整備、県営住宅の増設と改修など、県民生活に密着し

た事業を重点に取り組む。 

(２) 橋梁やトンネルなど既存施設の老朽化対策を急ぐ。実態を総点検し、防災・老朽化に

備えた維持管理や補修を早急におこなう。 

(３) 高規格道路中心の道路建設計画をあらため、生活道路優先の道路整備をすすめる。「安

全快適なみち緊急整備事業」の予算を増額し、市町村道の舗装・整備にたいする県の補

助制度を拡充する。県道の市町村負担はやめる。 

(４) 通学路を緊急に整備する。歩道の整備、信号機の設置など児童が安心して通行できる

よう通学路を整備する。 

 

 

７．環境をまもり、安心して暮らせる地域・街づくりをすすめる 
 

１．温暖化対策をすすめ、自然と環境をまもる 

 

(１) 温室効果ガスを２０２０年までに１９９０年比２５％削減するとした国際公約を堅持

し、排出削減の国際的責任を果たすよう国に求める。 

(２) 県内の温室効果ガス大口排出事業所にたいし排出量削減を条例で義務付け、住民参加

でチェックできるようにする。排出量を非公開にしている大規模排出事業所を情報開示

するよう国と企業に求める。温室効果ガス削減に逆行する石炭火力発電所の新増設計画

は中止する。 

(３) ごみの「焼却中心主義」から脱却し、ごみを出さないシステムを製造段階から確立す

る。「燃やさず堆肥化する」取り組みを支援し、助成措置の創設、技術的援助を強める。
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産業廃棄物の不法投棄を根絶するため、県独自規制をおこない、事前チェックを徹底する。 

(４) 霞ヶ浦浄化対策を強める。大規模しゅんせつ事業を中断させ、浄化効果を科学的に検

証する。下水道の整備、高度処理浄化槽設置への支援、減農薬農業への転換と県補助制

度の創設をおこなう。常陸川水門（逆水門）の柔軟運用をはかる。生態系を悪化させる

霞ヶ浦導水事業は中止する。 

(５) 霞ヶ浦流入河川の放射性物質調査を詳細に実施し、霞ヶ浦に放射性物質が移動しない

よう必要な対策をとる。 

(６) 「エコフロンティアかさま」は、搬入廃棄物の安全性チェックと溶融炉の安全対策を

徹底する。搬入ゴミ、焼却灰、汚染土壌などの放射線量を測定し公表する。 

 

 ２．居住環境の改善、安全な街づくりをすすめる 

 

(１) 高齢者、障害者にやさしい街づくりをすすめる。駅や歩道、公共施設のバリアフリー

化を促進する。車いすで通れる歩道の整備を年次計画で推進する。 

(２) 市町村が独自に運行しているコミュニティーバスやデマンド型タクシー、乗り合いタ

クシーなどに助成する。地方鉄道、路線バスの存続を支援する。デマンドタクシー（障

害者、高齢者の移送サービス）導入にあたっては、国の支援を求め所得制限を無くす。 

(３) つくばエクスプレス（ＴＸ）の可動式ホーム柵などの安全対策やバリアフリーの整備

をすすめる。駅舎、ダイヤの改善、運賃値下げをおこなう。 

(４) 交通安全設備の整備を推進する。通学路の歩道整備、歩車分離式信号、ＬＥＤ信号の

増設、右折レーン、自転車専用通行帯、道路照明灯の設置をすすめる。信号機増設の要

望に沿って予算を大幅に増やし速やかに設置する。 

(５) 要望の強い地域での交番の設置をすすめる。人員配置を見直し、市民生活の安全分野

を増員し「空き交番」をなくす。警察施設の再編にあたっては地域の自治会や住民、自

治体関係者の意見を反映させる。 

(６) 下水道、排水整備事業を積極的にすすめる。下水道整備の市町村にたいする県の助成

を拡充する。 

(７) 雨水幹線の整備、排水機場建設に助成する。雨水排水の影響が大きい広大な敷地を有

する大企業にたいし、雨水の敷地内処理を義務付けるよう制度化をはかる。排水整備に

欠かせない中小河川の整備を促進する。 

(８) 取手競輪場は廃止する。従事者の雇用をまもり、跡地を利用した街づくり計画を住民

合意ですすめる。 

 

３．住宅の改善・向上にとりくむ 

 

(１) 県営住宅の新規建設と建て替えをすすめ、県民の入居希望に応える。入居基準を改善

し、家賃は県の裁量で可能なかぎり最低の額に設定する。家賃減免制度の拡充と周知徹

底をはかる。 

(２) 民間賃貸住宅に暮らす高齢者や子育て世帯、低所得者に家賃補助をおこなう。 
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(３) 住宅の耐震診断と耐震補強、バリアフリー化を計画的にすすめる。そのための県独自

の助成制度をつくる。住宅リフォームにたいして助成制度を設ける。 

(４) 雇用促進住宅の譲渡・廃止決定を撤回し、低賃金や不安定雇用などで住居を確保でき

ない人たちの住宅対策の一環として新たな活用ができるよう国に求める。 

(５) 研究学園地区での公務員宿舎廃止計画にともない高層マンションなどの無秩序な建設

をおこなわないよう国に求める。公務員住宅を失業者や高齢者、障害者などに活用をは

かる。 

(６)都市再生機構（ＵＲ）が管理する賃貸住宅の「再生・再編方針」の具体化は、２００３

年の衆参「国土交通委員会」の付帯決議をまもり、①家賃改定時期の短縮②定期借家制

度の活用拡大③収益性による「統廃合」は行わないよう国に求める。  
(７）水戸市南町にある民間の空きビルが東日本大震災によって損壊し、外壁の大量落下によ

り周囲の建物に多大な被害をもたらし、未だに所有者による防止策もとられず、危険建

築物として放置されている。所有者および市町村が解体や安全対策工事を促進できるよ

うな国に補助制度を求める。  

 
 
８．すべての子どもたちに行き届いた教育を保障する 

 
 １．「いじめ」も体罰もない学校をつくる 

 

(１) 子どもの命が最優先の原則を確立する。学校のどんな都合より子どもの命が優先され

ることを明確にする。少しでも「いじめ」の可能性があれば教職員、保護者ぐるみで対

応するなど確かな対応を確立する。 

(２) 子どもたちに対等な人間関係を築く力を育てる。「いじめ」の解決には、子どもたち

にトラブルを乗り越え、対等な人間関係を築く力を育てることが不可欠であり、そうし

た力量の形成を学校教育の柱に位置づける。 

(３) 「厳罰主義」でなく、加害者が心から反省する教育こそ必要である。「厳罰主義」は

いじめる子の屈折した心をさらにゆがめる。「いじめ」に走る理由を探り、加害者が心

から反省し「いじめ」をやめるまで対応しきることを重視する。 

(４) 「いじめ」を解決する体制を強める。教職員の「多忙化」解消、養護教諭の複数配置、

カウンセラーの増員をすすめるとともに、児童相談所の拡充など極めて深刻な「いじめ」

への体制を整備する。 

(５) 「いじめ」の深刻化の背景にある問題の解決をはかる。過度の競争教育は、子どもた

ちに大きなストレスをあたえている。さらに、社会全体に弱肉強食の風潮、立場の弱い

人々を攻撃する風潮などがつくられていることも「いじめ」の深刻化の重大な背景とな

っており、これらの問題を一つ一つ解決する努力をはかる。 

(６) 体罰・暴力は成長途上の子どもたちの心と体に深い傷を残すものであり、教育の場で

絶対にあってはならない。体罰根絶のための研修などに取り組み、教育現場から体罰・

暴力を一掃する。 
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(７) 学校間の競争主義や序列化に拍車をかける「学力テスト」は中止し、テスト結果は公

表しない。 
 
 ２．教育条件を整備する 

 
(１) ３５人学級を全学年に拡大し、さらに小・中学校、高校での３０人学級に踏み出す。

国にたいし３０人以下学級のすみやかな実現を求める。 

(２) 予算削減のための公立小・中学校の統廃合を市町村に強制しない。県教委の「公立小・

中学校の適正規模について（指針）」は撤回する。 

(３) 県立高校の統廃合計画をやめ、希望するすべての生徒に高校教育の機会を保障する。 

(４) つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線開発で人口が増えているつくば市内の児童急増地区

に小学校を早期に設置する。 

(５) 教員の正規採用をふやし、常勤講師による欠員補充はやめる。臨時教職員の待遇改善

をすすめ、計画的に正規採用する。 

(６) 学校施設の耐震診断・耐震改修を促進する。市町村への県の助成制度を創設する。学

校施設の耐震改修や大規模改造事業にたいする必要な財源措置を国に求める。 

(７) 県立高校普通教室へのエアコン設置を計画的にすすめる。小・中学校の普通教室への

エアコン設置を促進するため県独自の財政支援をおこなう。 

(８) 安全で豊かな学校給食を実施する。栄養職員や栄養教諭の全校配置をすすめる。学校

給食センター方式を見直し、自校・直営方式をすすめる。県産米、地元農水産物を使用

する「地産地消」をすすめ、県独自に食材費に補助し、給食費の値上げはおこなわない。 

(９) 通学路の安全確保にむけて、県の緊急調査で明らかになった危険個所の整備を早急に

おこなう。 

(10) スポーツ施設は国民体育大会などの大型イベント中心ではなく、低廉で使いやすく身

近に利用できるスポーツ施設を整備する。老朽化した県立施設の補修・改築をすすめる。

青年やスポーツ愛好者の自主的な活動を支援する。 

 
 ３．教育費の負担軽減・無償化をすすめる 

 
(１) 高校授業料の無償化は存続・拡充するよう国に求める。高校無償化に所得制限を導入

することは世界的に確立された授業料無償化の流れに逆行するもので撤回を求める。 

(２) 義務教育は無償の原則に基づき家計負担の解消をすすめる。就学援助の国庫負担制度

を元に戻し、対象や支給額を拡充するよう国に求める。学校給食費の無償化をめざし、

当面、必要な免除措置をすすめる。 

(３) 私学助成を大幅に増額する。私立高校の実質無償をめざし、国の所得制限導入法案の

撤回を求める。授業料直接補助を復活・増額し、父母負担の軽減をはかる。学費の滞納

や経済的理由による退学者が出ないよう授業料免除制度を拡充し、周知徹底につとめる。 

(４) 学生が安心して使える奨学金制度をつくる。当面、有利子奨学金を無利子奨学金にす

る。国民の教育を受ける権利を保障するための奨学金は貸与制ではなく、給付制とすべ
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きであり、ただちに給付奨学金制度を創設するよう国に求める。 

 
 ４．特別支援学校の教育条件を改善する 

 

(１) 特別支援学校の教室不足を解消し、施設・設備の改善・充実をはかる。全ての学校に

プールを設置し、各教室にエアコン設置をすすめる。スクールバスを増車し、長時間・

遠距離通学の解消をはかる。専門的な添乗員を複数配置する。 

(２) 「県立特別支援学校整備計画」（２０１０年から５年間）を見直し、大規模・過密化

した特別支援学校の分離新設をいっそうすすめる。つくば特別支援学校の分離・新設を

早急に取り組む。取手地域への新設を計画する。 

(３) 全ての小・中学校に特別支援教室を設置できるよう市町村に対する支援策を講じる。

特別支援教育に必要な「特別支援教育支援員」の配置を促進し、県として助成する。高

校での特別支援教育のための教員や専門支援員など条件を整備する。 

 
 
９．地方自治を守り、県民本位の財政を確立する 
 

１．住民福祉の機関の役割を果たす 

 

(１) 県民サービスの切り下げや民間委託をすすめる「行財政改革大綱」「財政集中改革プ

ラン」の実施は抜本的に見直す。行財政改革は県民参加による検討委員会を設け、不要

不急の大型公共事業をやめ、行政サービスを改善することを目的におこなう。 

(２) 福祉・教育施設など県民生活に密着し、行政が直接責任を負う事業は、民間委託など

ではなく公的責任で拡充をはかる。県施設への指定管理者制度にあたっては、これまで

の実績を重視する。運営への住民参加や情報公開、個人情報保護などを条例に盛り込む。 

(３) 福祉・医療・教育など住民サービス分野の職員の増員をはかる。当面、条例定数どお

りの県職員を配置する。県職員の給与削減はやめる。退職者の再雇用は定数には入れな

い。 

(４) １票の格差が１対２未満となるよう公正な県議定数と選挙区割りに是正する。 

(５) 障がい者の参政権を保障する。在宅投票制度の対象拡大や手続きの簡素化などいっそ

うの改善をはかる。点字広報や点字記載の投票用紙を配付する。投票所のバリアフリー

をすすめる。永住外国人の地方参政権を保障する。 

(６) 地方労働委員会の労働者委員の選任にあたっては、県内労働界の実情に則して公正・

民主的におこなう。 

(７) 警察行政は市民生活の安全を守る機関として民主的に改革する。自白強要やえん罪防

止のために捜査全体の可視化をすすめる。県議会が警察予算をはじめ警察行政全般を監

視、点検できるように改める。 

(８) 道州制導入は都道府県を廃止し、住民の命と安全を守る国と地方の役割を放棄するも

ので反対する。 
 

- 17 - 

 



２．県財政を確立する 

 

(１) 地方自治体が「住民福祉の増進を図る」ために必要な財源保障を強く国に求める。地

方の財源確保の手段としての消費税増税には反対する。 

(２) 保有土地の破たん処理は、金融機関にたいしても返済額の縮減や返済期間の延長など

「貸し手」責任を求め、県民負担を最小限にする。最終補正で優先的に増額する財政運

営は改める。 

(３) 土地開発公社、開発公社は廃止する。住宅供給公社の破産手続きを含め、公社の破た

ん処理は、国、金融機関にたいしても負担を求め、県民負担を最小限にする。 

(４) 税収確保は徴税強化によるのではなく、地域経済の振興、消費購買力の向上などによ

る税収増を基本とする。「茨城租税債権管理機構」による徴税強化は改め、滞納者の生

活実態を十分に把握し、きめ細かい納税相談に応じる。 

(５) 進出企業にたいする優遇税制、補助金はやめ、地元中小企業を支援する。 

 
 
１０．県政に憲法を生かし、平和と民主主義をまもる 
 

(１) 百里基地周辺の騒音対策を強める。騒音被害調査をおこない被害補償を国に求めると

ともに、県独自でもおこなう。基地周辺の騒音測定は、測定箇所・地点を増やし測定期

間の延長をはかる。 

(２) 百里基地での早朝、夜間、昼休み時の飛行、市街地上空での低空飛行、原子力施設上

空の飛行は禁止するよう国に求める。 

(３) 年間６００回を数える百里基地の民間滑走路の自衛隊機使用は規制する。 

(４) 日本政府が批准している「オスロ条約」に基づき、百里基地が保有するクラスター爆

弾の迅速な廃棄を国に求める。 

(５) 米軍再編による百里基地での米軍機訓練は中止するよう国に求める。日米地位協定に

よる日米共同使用基地を撤回させる。百里基地の縮小・撤去を国に求める。 

(６) 米軍機の低空飛行訓練の中止、オスプレイの配備の撤回を日米両政府に求める。グリ

ーンルートの訓練回数、低空飛行訓練の高度、自衛隊訓練空域の使用などについて県民

に明らかにする。百里基地へのオスプレイの配備に反対し、今後の飛行・展示は中止す

るよう国に求める。 

(７) 海外で武力行使につながる集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回、国民の知る権利、

表現の自由を侵害する「秘密保護法案」の運用基準を定めた閣議決定の撤回を国に求め

る。 

(８) 憲法の平和・人権・民主主義の原則を県政の各分野に生かす。憲法第９条と「非核平

和茨城県宣言」の立場から、非核・平和に関する施策を積極的にすすめる。核兵器廃絶

をめざす県民の自主的なとりくみを支援する。 

 

以 上 
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